
                 

 

 

 

令和７年度 

 

 

 

事 業 計 画 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 逗子市社会福祉協議会 

  



1 

目  次 

 

 

１．事業方針 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

２．地域福祉推進計画・活動計画推進の取り組み・・・・・・・・・・・・・３ 

 

３．重点事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

４．実施計画 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

  地域福祉推進事業 

(1) 地域福祉活動推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

① 小地域福祉活動推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

② 生活支援・介護予防サービス体制整備事業・・・・・・・・・・・・６ 

③ 介護予防普及啓発・地域活動支援事業・・・・・・・・・・・・・・７ 

(2) ボランティアセンター事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

(3) 地域福祉全般に関する事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

① 社協会員事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

② フレンドリーヘルパー派遣事業・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

③ イベント用機材・車いす貸出事業・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

④ 災害ボランティアセンター設置運営事業・・・・・・・・・・・・１０ 

⑤ 体験学習施設親子スペース等運営事業・・・・・・・・・・・・・１１ 

⑥ イベント保育サポーター運営事業・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

⑦ 家族介護者支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

⑧ ひとり暮らし高齢者訪問事業・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

⑨ 共同募金会事務局事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

(4) 逗子市地域福祉推進計画・逗子市地域福祉活動計画推進管理事業 ・・１３ 

地域生活支援事業 

(5) 日常生活自立支援事業 逗子あんしんセンター ・・・・・・・・・・１４ 

(6) 法人後見事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

(7) 生活困窮者自立相談支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

(8) 家計改善支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

(9) フードドライブ運営事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

(10) 資金貸付事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

(11) 生活援護事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

 

 地域包括支援センター事業 



2 

(12) 地域包括支援センター事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

① 総合相談支援業務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

② 権利擁護業務 ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

③ 包括的・継続的ケアマネジメント業務 ・・・・・・・・・・・・・２１ 

④ 予防給付・介護予防ケアマネジメント業務 ・・・・・・・・・・・２１ 

⑤ 認知症に関する取り組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

(13) 地域ケア推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

(14) 重層的支援体制整備事業（多機関協働事業・参加支援事業）・・・・ ２３ 

(15) 生活支援体制整備事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

 介護保険事業・障害者総合支援事業 

(16) 居宅介護支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

(17) 訪問介護サービス事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

(18) 障害者居宅介護等事業・移動支援事業・・・・・・・・・・・・・・２５ 

 法人運営事業 

(19) 評議員会・理事会・監事会運営事業・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

(20) 役員・職員研修事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

(21) 福祉基金等管理運用事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

(22) 広報事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

(23) 逗子市福祉会館管理運営事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

(24) 駐車場管理運営事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

  



3 

１．事業方針 

 

昨年発生した能登半島地震の被災地では、多くのボランティアによる支援活動が行わ

れ、生活再建を目指す被災者に対し、災害ボランティアセンターから移行した地域支え

合いセンターの相談支援が各地で進められています。災害時には近隣住民同士の助け合

い・支えあいの重要性がクローズアップされますが、本会ではこれまでも取り組んでき

た地域住民同士の支え合いの仕組みや支援ネットワークについて、今後も平時から継続

的に推進してまいります。  

また、多様化した地域生活課題に柔軟かつ適切に対応するため、ボランティアセンタ

ー等の事業推進に加え、ネットワークを活かした連携を一層強化し、地域共生社会の実

現にむけた取組みを進めます。本会事業のさらなる充実や組織体制の強化、職員の資質

向上などに努め、社会情勢や支援施策の変化を踏まえ、市との連携・調整の上、工夫を

行いながら事業執行に努めてまいります。 

 

２．逗子市地域福祉推進計画・逗子市地域福祉活動計画推進の取り組み 

 

逗子市地域福祉推進計画・逗子市地域福祉活動計画の基本目標と施策の方向性と社協の取り組み 

「共に生き、心豊かに暮らせるふれあいのまち」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間：2023（令和５）年度～2030（令和12）年度までの８年間  

目標 施策の方向性（施策決定の考え方） 施策（取り組みの内容） 社協事業番号 

【第１項】 

地域における支え合いのネットワ

ークをつくります 

住民主体の支え合い活動の充実 

地域における交流の場の充実 

1 

1 

【第２項】 

小学校ごとの地域活動体制をつく

ります 

住民活動のコーディネート 

地域課題に地域で取り組む体制 

1・2 

1・2・3 

【第１項】 

地域の福祉力をアップします 

担い手の活動推進 

福祉教育の充実 

1・2・3 

2 

【第１項】 

専門機関等との連携により支援へ

つながる仕組みをつくります 

権利擁護の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活困窮者の自立支援 

5･6 

7･8･9･10･11 

再犯の防止等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括支援センター 

- 

12･13･14･15 

第
１
節 

地
域
づ
く
り 

第
２
節 

人
づ
く
り 

第
３
節 

仕
組
み
づ
く
り 
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３．重点事業 

 

◯住民主体の支え合い活動の充実 

・地域安心生活サポート事業 （お互いさま活動）の活動促進を図るため、サポーターチー

ム、利用登録者等に対し調査を実施し、住民主体の支え合い活動の活性化に向けた取り組

みを実施する。 

◯担い手の活動推進 

・地域生活課題に取り組む担い手の発掘やボランティアの養成を行うため、地域福祉活動や   

ボランティア活動に触れる機会を充実させるとともに、活動につながるような働きかけを

推進する。 

◯災害に備えた体制整備 

・発災時における職員の安否確認から招集、支援へと活動が円滑に進められるよう、専用ツ  

ールを活用した体制整備を図る。 

・災害の規模、被災状況、変化するニーズ等、フェーズに応じた支援体制の検討並びに地域

支え合いセンター設置への移行スキームを確立する。 

・一部事業による整備済みのＢＣＰ（事業持続化計画）との整合性を踏まえた法人全体のＢ

ＣＰ整備検討を行う。 

◯計画的な人材育成による法人の体力強化 

・国家資格等の資格取得促進・処遇反映・キャリアパス（職歴における道筋）と一定の基盤

整備が図られた現状を踏まえ、今後の地域福祉を担う職員それぞれの経験年数や特性に合

わせた専門性の強化・キャリアアップを計画的に図り、法人全体の体力強化を目指す。 

◯継続的・計画的な介護保険事業等の推進 

・収支バランスに課題のある介護保険事業を中心に、今後、法人の拠点移転に伴う新た  

な拠点確保が必要であることに際し、安定的な収益構造と適切な人員配置による収支の適

正化を図ることを目指し、計画的な運営戦略を立案する。 

◯財政基盤強化に向けた事業推進の検討 

・限られた収益の現状を打破するため、他の社会福祉法人等の協力を得て、寄付や遺贈等の

仕組みづくりに着手し、ひいては本市全体の福祉力の強化を目指す。 
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４．実施計画 

 

地域福祉推進事業 

 

事業名 
（１）地域福祉活動推進事業 

①小地域福祉活動推進事業 

事業形態 自主 

予算額 375,000 円 

目的 
○住民の顔の見える身近な圏域において、お互いに支え合い助け合う活動

により、安心して暮らせる地域づくりを推進する。 

内容 

○コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）として、地域課題の把握・

分析、社会資源の開発、担い手の養成・発掘、ニーズ対応を実施 

○コミュニティソーシャルワーク機能の強化を図り、様々な生活課題の解

決に取り組む体制を整備 

○自治会町内会圏域の小地域や、地域包括支援センターの日常生活圏域に

おいて、支え合い活動の推進、地域交流や居場所づくりに関する取り組

みを実施 

○地域生活課題が相談支援につながる仕組みを構築 

○地域安心生活サポート事業 （お互いさま活動）の活動促進 

実施予定 

○地域課題の把握・分析 

・多問題や複雑な生活課題を把握・分析し、解決に向けて地域住民や専門

職等と連携し支援する。 

・自治会町内会の取り組みや課題を把握する。 

・地域住民等と地域課題や地域の活動（仕組み）づくりに関する話合いの

場を設定する。 

○社会資源の開発 

・お互いさまサポーター活動の立ち上げを支援する。 

・地域の支え合いに関わる既存団体を把握し連携する。 

・住民主体の地域交流・居場所づくりを支援する。 

○住民活動の継続支援 

・お互いさまサポーター活動（見守り/簡単なニーズ支援/情報提供/地域交

流の場づくり）の運営支援を行う。 

・コミュニティソーシャルワーク機能の強化を図り、様々な生活課題の解

決に取り組む体制を整備する。 

○情報発信・啓発 

・お互いさまサポーター集会や自治会町内会等の会合における福祉に関す

る様々な情報発信を行う。 

○専門職・地域活動団体との連携 

・専門職及び関係機関・地域活動団体等と連携し、地域生活課題、個別の

課題に対応する。 
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事業名 

（１）地域福祉活動推進事業 

②生活支援・介護予防サービス体制整

備事業（地域づくり事業） 

事業形態 受託 

予算額 
7,300,000 円
（人件費含む） 

目的 

○ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯、認知症の高齢者等生活課題を

抱える世帯に対して、様々な事業主体と連携しながら、多様な日常生活

上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加の推進を一体的に図る。 

○地域住民同士が交流できる多様な場や居場所を整備すると共に、交流・

参加・学びの機会を設ける。 

内容 

○第 1 層生活支援コーディネーターとして、関係機関や第２層生活支援コ

ーディネーターと連携・協働し、市全域の課題として取り組むべき地域

課題の精査及び解決等に向けた取り組みを行う。 

○地域のニーズと資源の状況の見える化、課題把握 

○社会資源の開発 

○目指す地域の姿・方針の共有 

実施予定 

○地域ニーズと資源の状況の見える化、課題把握 

・「生活支援サービス」のデータを管理・更新する。 

・生活支援サービスに関する情報収集と不足資源等を把握する。 

○社会資源の開発 

・高齢者が主体となって活動する地域の居場所の立ち上げ及び支援をす

る。 

・誰もが参加できる居場所及び目的に応じた居場所を創設（多世代・ひき

こもり・認知症等）する。 

・地域に不足する社会資源の開発及び既存資源を発掘する。 

・介護予防に資する活動の啓発、高齢者の参加支援につながる企画（イベ

ント）を開催する。 

○目指す地域の姿・方針の共有 

・住民相互の支えあいの意義や実践について周知する。 

・医療・介護・福祉・地域福祉団体等と「地域福祉ネットワーク連絡会」

を開催し、ネットワーク構築により地域課題への取り組みを実施する。 
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事業名 

（１）地域福祉活動推進事業 

③介護予防普及啓発・地域活動支援事

業（地域づくり事業） 

事業形態 受託 

予算額 
5,052,000 円 

（人件費含む） 

目的 

○全ての地域住民を広く対象として、地域における交流の場や居場所の確

保など地域特性を活かしつつ、多様な地域づくりを推進する。 

○介護予防に資する自発的な活動が広く実施され、地域の高齢者が自ら活

動に参加し、介護予防に向けた取り組みが主体的に実施されることを目

指す。 

内容 

○住民主体の通いの場（介護予防に資するサロン活動）の推進及び運営支

援 

○地域における自発的な介護予防に資する活動の育成・支援 

実施予定 

○サロンにおける介護予防講座の開催を支援する。（講師調整及び開催状況

把握） 

○サロン運営についての総合的なコーディネート及び支援を行う。 

○サロン活動に関する情報を発信する。 

○逗子市地域介護予防活動支援補助金の周知及び申請手続を支援する。 

○サロン活動団体等を対象とした交流会を開催する。 

○個別ケースに応じて関係機関につなぐ支援を行う。 
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事業名 （２）ボランティアセンター事業 

事業形態 自主 

予算額 1,904,000 円 

目的 

○ボランティアや様々な団体等と協働して、地域生活課題の解決を目指す。 

○福祉の関心層やボランティアの担い手の増強を目指す。 

◯地域福祉や各種ボランティアに関心を持つ地域住民等の参加の受け皿と

して、情報提供、体制整備を行う。 

◯情報提供や研修等を実施し、地域福祉の啓発を行う。 

内容 

○地域ニーズ・ボランティアニーズの集約 

○ボランティア活動の促進 

○啓発・福祉教育の推進 

○社会資源の開発 

○ネットワーク構築 

○ボランティアセンター運営委員会の開催 

実施予定 

○地域ニーズ・ボランティアニーズの集約 

・様々なニーズに関する相談対応及びコーディネートを行う。 

・対応実績から地域生活課題、活動ニーズの集約と分析及び発信を行う。 

○ボランティア活動の促進 

・ボランティア活動者及び団体への相談支援・情報提供・活動継続支援等

を行う。 

・関心層及び活動者の裾野拡大のための講座開催、情報提供を行う。 

・ボランティア団体や福祉活動団体等に対して助成金を支給する。 

○啓発・福祉教育の推進 

・小中学校の福祉教育を協力者・関係団体と協働して実施する。 

・中高生を対象としたボランティア体験「サマースクール」を実施する。 

・幅広い世代を対象に福祉の啓発や意識醸成に関する各種講座・イベント

等を開催する。 

・「手話奉仕員養成講習会」を協力団体と協働して開催する。 

○社会資源の開発 

・必要とされる社会資源やニーズに基づくプログラムを開発する。 

・既存制度の有効活用及び再編をする。 

○ネットワーク構築 

・市民活動団体や関連機関及び福祉に限定しない分野の団体等とネットワ

ークを構築し、地域福祉に関する取り組みを推進する。 

○ボランティアセンター運営委員会の開催 

・ボランティアセンター事業における、事業の計画・進捗・報告及び協議

を行う。 
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事業名 
（３）地域福祉全般に関する事業 

①社協会員事業 

事業形態 自主 

予算額 2,200,000 円 

目的 

○地域福祉への主体的な参加を促し、地域福祉に対する理解及び意識の向

上を図る。 

○地域福祉を推進するための自主財源を確保する。 

内容 ○会員募集及び制度の理解促進 

実施予定 

○会員制度を通じ、多くの住民や関係団体等が地域福祉に関わる機会を創

設する。 

○地域団体、関係機関等と協力した会員募集活動を展開する。 

○会員制度に関する周知を様々な媒体を用いて実施する。 

 

事業名 
（３）地域福祉全般に関する事業 

②フレンドリーヘルパー事業 

事業形態 自主 

予算額 5,472,000 円 

目的 

○生活上の困りごとを抱える方が、住み慣れた地域の中で健やかに生活を

送られるよう家事支援等を行う。 

○活動する方が活動に意味と意義を感じ、地域の中で役割をもって参加で

きる機会を提供する。 

内容 
○会員相互の助けあい活動として、依頼者と活動者をコーディネートし、

生活支援等の取り組みを実施 

実施予定 

○相談受付及び活動コーディネートを行う。 

○活動状況をモニタリングする。 

○活動者の研修を実施する。 

○社会参加の場としての機能及び役割について検討を行う。 
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事業名 
（３）地域福祉全般に関する事業 

③イベント用機材・車いす貸出事業 

事業形態 自主 

予算額 - 円 

目的 
○イベント用機材の貸出により地域活動や団体活動を支援する。 

○車いすを貸出し一時的に移動等に困難がある方を支援する。 

内容 
○イベント用機材貸出 

○車いす貸出 

実施予定 

○イベント用機材貸出 

・ボランティアグループや住民自治組織等へ、イベント用機材を貸し出す。 

・貸出機材の種類や数量について利用ニーズ等に合わせて随時見直す。 

・イベント用機材を活用した行事や地域活動を紹介する。 

○車いす貸出 

・本会個人会員で一時的に車いすを必要とする方に貸し出す。 

・必要に応じて車いすの使用方法等を利用者に講習する。 

・地域イベントで車いすが必要な場合に貸し出す。 

 

事業名 

（３）地域福祉全般に関する事業 

④災害ボランティアセンター設置運営

事業 

事業形態 自主 

予算額 50,000 円 

目的 

○災害ボランティアセンターが設置された際、被災者支援に取り組むため

に、ボランティア活動が円滑に実施されることを目指す。 

○センター設置時に他機関及び関係者と円滑に連携ができることを目指

す。 

内容 

○センター設置時に関係機関と協働し、ボランティアの募集、活動コーデ

ィネート等を実施 

○災害ボランティアセンターに関する講座・訓練等の実施 

○地域防災組織や災害時連携機関等と情報交換を実施 

実施予定 

○災害ボランティアセンター運営マニュアルの見直し、物品整備等を行う。 

○地域住民や関連機関を対象に災害ボランティアセンターの役割や機能に

ついて周知する。 

○センター設置時に連携が必要となる関係機関等と情報交換を行う。 

○災害ボランティアセンター設置運営訓練を様々な想定を考慮して実施す

る。 

○災害ボランティアに関する人材及びセンター運営に関わる人材を育成す

るために講座を開催する。 
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事業名 

（３）地域福祉全般に関する事業 

⑤体験学習施設親子スペース等運営事

業 

事業形態 受託 

予算額 
8,397,000 円 

（人件費含む） 

目的 

○逗子市体験学習施設における子育て支援のための事業並びに親子スペー

スの運営において、市民との協働の手法により子育て支援活動及びコミ

ュニティ活動の活性化を図る。 

内容 

○体験学習施設内プレイルーム及び乳幼児プレイルームにおける乳幼児を

中心とした子育てに関する支援 

○子育てに関する情報の編集・発行 

実施予定 

○池子ほっとスペース（乳幼児プレイルーム、プレイルーム、各種イベン

ト等）を運営する。 

○子育て総合情報（『ずし子育て情報誌』の発行）を編集する。 

○子育て地域情報（応援紙『陽だまり』の発行、web 記事『えがおレポート』

の掲載）を編集する。 

 

事業名 
（３）地域福祉全般に関する事業 

⑥イベント保育サポーター運営事業 

事業形態 受託（一部） 

予算額 1,332,000 円 

目的 

○子育て中の方に対し、子育て支援及び社会参加を推進する。 

○身近な地域住民であるサポーターが子どもと関わることにより、子育て

世代に対して、多世代の地域交流を促すと共に、お互いさま意識の醸成

を図る。 

内容 
○市内で開催される講演会・会議・催し物等の場において、乳幼児の一時

保育（託児）を実施するための派遣業務 

実施予定 

○市内で開催されるイベント等において一時保育（託児）の依頼を受け、

保育サポーターをコーディネートする。 

○イベント保育サポーター活動の周知・啓発 
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事業名 
（３）地域福祉全般に関する事業 

⑦家族介護者支援事業 

事業形態 受託 

予算額 235,000 円 

目的 
○介護に必要な知識・技術の習得及び相互交流を目指す。 

○介護者の心身の負担の軽減を図る。 

内容 
○在宅で家族を介護している方等を対象に、移動介助等の家族介護者教室

と家族介護者交流会を開催 

実施予定 
○家族介護者教室及び家族介護者交流会を年４回、同日実施する。 

○講座終了後、必要に応じた情報提供を行う。 

 

事業名 
（３）地域福祉全般に関する事業 

⑧ひとり暮らし高齢者訪問事業 

事業形態 受託 

予算額 
2,681,000 円 

（人件費含む） 

目的 
○ひとり暮らし高齢者を訪問し、生活状況等を把握することにより、必要

に応じた支援を行い、高齢者の自立した在宅生活の維持向上を図る。 

内容 

○原則 70 歳以上の単身世帯を訪問し、心身の状況及び家族等の状況の実態

を把握するとともに生活上・介護上の相談及び助言、その他必要な相談

及び助言を実施 

○関係機関との連携 

実施予定 

○70 歳以上 80 歳未満の高齢者は原則年１回、80 歳以上の高齢者は原則年

２回訪問し、状況確認・相談支援・情報提供等を実施する。 

○ケースの状況によっては、上記回数に限らず訪問し支援する。 

○必要に応じて関係機関と連携して支援する。 
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事業名 
（３）地域福祉全般に関する事業 

⑨共同募金会事務局事業 

事業形態 自主 

予算額 370,000 円 

目的 
○神奈川県共同募金会逗子市支会の事業が円滑に実施されることを目指

す。 

内容 
○本会内に神奈川県共同募金会逗子市支会を設置し、事務局を担い募金活

動を展開 

実施予定 

○委員会を運営する。 

○監査を実施する。 

○募金事業を実施（赤い羽根募金・年末たすけあい募金）する。 

○配分事業を行う。 

○啓発事業を行う。 

○その他の事業（協力者の表彰・福祉作文コンクールへの協力）を行う。 

○事業計画、予算、事業報告、決算を作成する。 

○その他支会運営に関する事務全般を行う。 

 

事業名 
（４）逗子市地域福祉推進計画・逗子市地

域福祉活動計画推進管理事業 

事業形態 自主 

予算額 - 円 

目的 

○計画の理念・目標及び施策に沿い、地域住民との協力により地域福祉の

推進を目指す。 

○逗子市と協働し、「逗子市地域福祉推進計画・逗子市地域福祉活動計画」

懇話会等において、その状況を報告し、取り組みの方向性について関係

者と共通認識を図る。 

内容 
○「逗子市地域福祉推進計画・逗子市地域福祉活動計画」（逗子市との一体

計画として２期目の３年目）の推進及び進捗管理 

実施予定 

○計画の進捗管理 

・計画の各項目について進捗状況を評価項目に沿って確認し、懇話会等で

報告及び、意見収集する。 

・２年後（令和９年度）の中間見直しに向け、逗子市と協働して、計画の

改善点や今後の方向性について、事業分析及び必要な調査を実施する。 

○計画の推進に係る周知 

・計画内容及び目標等について地域住民等へ周知する。 
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地域生活支援事業 

 

事業名 
（５）日常生活自立支援事業 

   逗子あんしんセンター 

事業形態 受託・補助 

予算額 
7,503,000 円 

（人件費含む） 

目的 

○地域の中で安心した生活が送れるよう支援する。 

○福祉サービスの利用や生活に必要な手続き及びそれに伴う金銭管理な

ど、本人が一人では不安なこと、取り組むのに難しくなったことを支援

することにより、地域での自立した生活につなげることができる。 

内容 

○逗子市内在住で、知的障がい・精神障がい・身体障がいのある方、認知

症高齢者、日常生活に支援や介護を必要とする高齢者等を対象に、福祉

サービス利用援助・日常金銭管理サービス・書類預かりサービスを実施 

○局内カンファレンスの実施 

○弁護士相談の実施 

○広報・啓発 

実施予定 

○関係機関等の情報共有や連携を深め、新規利用契約者の増加を目指す。 

○生活支援員へのケース移行をスムーズに行えるようにする。 

○生活支援員間、事務局との交流と事業の理解を深めるために研修及び情

報交換会を開催する。 

○本人の判断能力に応じて、成年後見制度への意向も視野に入れた支援を

行う事により、成年後見制度へ適切につなぐことができる。 

○対象者と関わりのある行政や事業者等へ、本事業の趣旨・内容を説明し

事業の周知を図る。 

○毎月第４金曜日に弁護士相談を実施する。 
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事業名 （６）法人後見事業 

事業形態 自主 

予算額 (5)に含む 

目的 

○判断能力の不十分な高齢者、知的障がい者及び精神障がい者等の権利擁

護を図るため、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理等の身上監

護を中心とした日常生活支援を成年後見人等として実施する。 

内容 

○法人後見業務 

○法人後見運営委員会の開催 

○成年後見事業に関連する業務（相談・普及啓発） 

実施予定 

○法人後見業務を適切に運営しながら経験を積み重ね、管理体制の整備を

行う。 

○成年後見制度の相談・普及啓発や地域における専門職とのネットワーク

について検討する。 

○死後事務委任契約等について、調査・検討を行う。 

○関係機関や専門職と連携し、制度の周知・利用促進を図る。 

○毎月の定例相談を実施する。 
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事業名 （７）生活困窮者自立相談支援事業 

事業形態 受託 

予算額 
11,740,000 円 

（人件費含む） 

目的 
○多様な課題を抱える世帯への支援を行うことにより、自立した生活に向

けた支援を行う。 

内容 

○生活困窮をはじめとする様々な生活課題に対し、相談者の状態に応じた

包括的かつ継続的な相談支援を自立・就労支援等の専門機関と連携し実

施 

○高齢者や低額所得者、失業者など住居確保が困難な者からの相談対応を

実施 

実施予定 

○相談者の目指す自立した生活に向けて、具体的な支援計画を基に、伴走

型の継続支援を展開する。 

○生活困窮に至る前の早い段階で支援し、適切な制度につなげ、継続的に

支援することで生活困窮に陥ることを予防する。 

◯制度が活用できない等、具体的な支援策が見つけづらい相談に対しても、

相談者に寄り添い、多機関等と連携・協働し支援に取り組む。 

○就労支援によって、社会参加へのきっかけづくりや継続的な就労につな

げ、自立生活の安定を図る。 

○ハローワーク等と連携し、離職者・求職者の就労支援を進める。 

◯住居確保給付金に関する相談対応。 

◯住宅確保要配慮者が地域で安心して生活できるよう相談対応を行うとと

もに、支援における地域課題について情報を収集、整理する。 

○生活困窮者自立相談支援事業支援調整会議を行政や関係機関を交えなが

ら定期的に行い、適切な支援計画を作成し、多機関との協働した支援を

可能にする。 

○社協内の各部署及び関係機関とのネットワークを構築し、協力して個別

ケース課題の解決を図る。 
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事業名 （８）家計改善支援事業 

事業形態 受託 

予算額 
2,141,000 円 

（人件費含む） 

目的 ○世帯としての家計管理を整え、自力で家計を管理できるよう支援する。 

内容 

○家計収支の均衡が取れていないなど、家計に課題を抱える生活困窮者の

相談対応 

○家計の視点から必要な情報提供や専門的な助言等を行い、相談者と共同

して家計表を作成するなど見える化を図り、早期に生活が再生されるこ

とを自立相談支援事業と連携しながら支援 

実施予定 

○自立相談支援事業と一体的に支援することで、再び困窮状態のなること

の予防や、滞納している税・公共料金等や債務の解消、就職活動の円滑

化へ繋げる。 

○滞納（家賃・税金・公共料金等）の解消、各種給付制度や貸付等の利用、

債務整理（司法書士等専門家との連携）に関する支援を行う。 

○関係機関と連携・協力し、それぞれの専門性を活かした支援をする。 

○具体的な目標を設定した家計プランを作成し支援する。 

 

事業名 （９）フードドライブ運営事業 

事業形態 自主 

予算額 600,000 円 

目的 ○生活相談を通して必要な方へ食料支援を実施する。 

内容 

○家庭で余ってしまった食品等を提供いただき、食品を必要とする世帯等

へ提供 

○地域や商店と連携し、食料支援受け取り窓口を開催 

○フードドライブチャリティーグッズの販売を通した理解促進・周知 

実施予定 

○生活困窮者等の食料支援について市民・団体等と協働し、検討を進める

とともに、具体的な支援を状況に応じて実施する。 

○フードドライブの受付窓口の拡充など、事業周知を図りながら、市民の

理解を促進する。 

○子どもがいる困窮世帯への支援方法を検討・実施する。 
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事業名 （10）資金貸付事業 

事業形態 受託／自主 

予算額 
2,780,000 円 

（人件費含む） 

目的 
・低所得世帯等に対し、資金の貸付により経済的な自立や生活意欲の助長、

社会参加の促進を図り、安定した生活をすることができるよう支援する。 

内容 

○生活福祉資金貸付 

・神奈川県社会福祉協議会が実施する「生活福祉資金貸付制度」の相談・

申込・償還支援等を実施 

○たすけあい資金貸付 

・市内在住の生活困窮世帯を対象に、一時的な生活費を貸付 

実施予定 

○生活福祉資金貸付 

・生活困窮者自立相談支援事業・行政等と連携し生活全般の支援をする。 

・事業の周知を行い、支援が必要な世帯へアプローチをする。特に教育支

援資金について広く周知する。 

・貸付希望者に対し、生活困窮者自立相談支援事業と連携し、相談者の自

立につながる様に支援する。 

・貸付後も償還状況を確認し、県社協とも連携しながら必要に応じた相談

支援等を継続する。 

○たすけあい資金貸付 

・緊急時及び止むを得ない事情で金銭を必要とする市民を対象に、一時的

な生活費等の貸付を行い自立を支援する。 

・相談者に事業の趣旨を分かりやすく説明し、支援を必要とする方の理解

を促進する。 

・督促状を送付する等未償還金の回収・整理を行う。 
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事業名 （11）生活援護事業 

事業形態 自主 

予算額 120,000 円 

目的 ○生活援護（災害援護・交通遺児援護）世帯を支援する。 

内容 

○災害援護 

・火災・風水害等により、自宅等が罹災した世帯に見舞金を交付 

○交通遺児援護 

・交通遺児となられた方、その世帯へ見舞金・激励金を交付 

実施予定 

○災害援護 

・火災等の被害を受けた世帯に対し、見舞金を交付することにより、互助

意識の向上を図る。 

・被災状況に応じた個別の対応を行うとともに、行政と連携を密にし見舞

金を速やかに交付出来るようにする。 

○交通遺児援護 

・交通事故に遭われたご遺族へ、小中学校入学等の際に、民生委員・児童

委員と連携し、速やかに祝い金を支給し見守り支援をする。 
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地域包括支援センター事業 

 

事業名 
（12）地域包括支援センター事業 

①総合相談支援業務 

事業形態 受託 

予算額 23,016,000 円 

目的 〇福祉の相談窓口を設置し、総合的な相談支援を行う。 

内容 

○高齢者のみならず、障がいのある方、引きこもりの方など誰でも相談で

きる福祉の総合相談窓口 

○地域共生社会の実現にむけて、住民や関係機関と共に世代や分野を超え

た連携・協働 

実施予定 

〇相談内容に応じた継続的支援（アウトリーチを含む）を行う。 

〇地域における社会資源を把握する。 

〇地域における関係者等とのネットワークを構築する。 

〇必要にもかかわらず支援を求めることができない、または支援が行き届

いていない人・世帯の情報把握に努め、適切な支援に繋げる。 

 

事業名 
（12）地域包括支援センター事業 

②権利擁護業務 

事業形態 受託 

予算額 (12)①に含む 

目的 
〇虐待や不当な契約締結などの被害の防止、早期発見により早期解決を図

る。 

内容 

〇高齢者の尊厳を守り、安心して生活を送ることができる環境を提供する

ため早期に専門機関と連携 

〇住民が自らの権利を理解し、行使できるよう専門性に基づいた支援 

実施予定 

〇成年後見制度の周知及び利用の対応 

・本人及び家族の申し立て支援を関係機関と共に実施する。 

〇高齢者虐待防止 

・所内、外部での虐待研修等に参加し、職員の理解・意識付けを深め、虐

待案件により適切な対応ができるよう体制を整える。 

・地域住民、介護支援専門員等が通報を入れやすいよう情報提供や注意喚

起を行う。 

〇消費者被害防止 

・サロンや相談を通じ、情報提供や注意喚起を行う。 

 



21 

事業名 

（12）地域包括支援センター事業 

③包括的・継続的ケアマネジメント業 

務 

事業形態 受託 

予算額 (12)①に含む 

目的 
〇多機関相互の協働等により連携をとり個人の介護支援専門員に対する支

援を行う。 

内容 

〇利用者の状況に応じた関係機関との連携 

〇介護支援専門員への支援 

〇介護支援専門員を対象にした研修等による支援 

実施予定 

〇関係機関との連携 

・地域特性に応じた様々な関係機関とのネットワーク構築をする。 

・個々のケースに応じて、医療機関、関係機関と連携を行う。 

〇介護支援専門員への支援 

・支援困難ケースへの後方支援（同行訪問・個別カンファレンス等）を行

う。 

・ケアマネジメント委託先への助言等を実施する。 

・インフォーマルサービスに関する情報提供と連携支援を行う。 

・地域ケア個別会議を活用し、個々の支援がチームとして機能する取り組

みを検討し実施する。 

〇介護支援専門員への研修等 

・情報交換・学びの場（ケアマネサロン）を開催する。 

・事例検討会を開催する。 

 

事業名 

（12）地域包括支援センター事業 

④予防給付・介護予防ケアマネジメン

ト業務 

事業形態 受託 

予算額 7,358,000 円 

目的 
〇自らができることはできる限り本人が行うことを基本とし、利用者の主

体的な活動と活動の意欲を高めることを目指す。 

内容 
〇対象者それぞれの自立保持を目指し身体的、精神的、社会的維持、向上

をするためのケアマネジメントを実施 

実施予定 

○総合的なアセスメントから介護予防・機能向上トレーニングや住民主体

のサービスなど、地域の実情に応じた社会資源を活用し、その人らしい

生活が送れるように支援する。 

○展覧会等を開催し、対象者の作品を展示する事により、地域とのつなが

りや意欲の向上、生活の活性化を図る。 
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事業名 
（12）地域包括支援センター事業 

⑤認知症に関する取り組み 

事業形態 受託 

予算額 (12)①に含む 

目的 
〇住民へ認知症に対する理解の促進を図る。 

〇認知症であっても活動できる場を設置する。 

内容 
〇認知症に関する知識・情報の普及、啓発を行い、認知症予防に資する活

動を推進 

実施予定 

〇認知症サポーター養成講座や認知症の勉強会等を開催し住民への理解を

深める。 

〇認知症カフェ、公園の掃除などの活動を住民と共に行うことにより認知

症の理解や当事者の活動の場としての社会環境の整備を行う。 

〇認知症の人の介護者の自助グループを支援する。 

〇認知症の人のその人らしさを引き出し、活動できる場を、地域、専門機

関、関係者と連携し作っていく。 

〇認知症初期集中支援推進チームにおいて、専門職との連携により、認知

症の早期発見、早期対応に向けた支援を行う。 

 

事業名 （13）地域ケア会議推進事業 

事業形態 受託 

予算額 1,100,000 円 

目的 
〇高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備を同時

に進める。 

内容 
〇高齢者の住み慣れた地域での生活を支援するために、専門機関等の多職

種による協働、連携の取組 

実施予定 

〇「個別課題解決」「ネットワーク構築」「地域課題発見」「地域づくり・資

源開発」「政策形成」のそれぞれの機能を充分に発揮できるように市内の

介護支援専門員が必要に応じて地域ケア会議を通じた支援が受けられる

ような効果的な会議を開催する。 

〇介護予防のための個別ケア会議への参加・開催する。 

〇必要なケースが発見された際、常に開催できる体制を整える。 
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事業名 
（14）重層的支援体制整備事業 

（多機関協働事業・参加支援事業） 

事業形態 受託 

予算額 5,500,000 円 

目的 

〇包括的な相談支援体制を構築する。 

〇支援関係機関の役割分担を図る。 

〇社会とのつながりを作るための支援を行う 

〇対象者への定着支援と受け入れ先の支援を行う。 

内容 
○複雑化・複合化した地域生活課題解決のため、多機関との連携・協働に

係るコーディネート及び地域づくりに向けた各種支援事業の実施 

実施予定 

〇事例を通して機関との連携を推進しネットワークを整備する。 

〇生活支援コーディネーターと協働し、多世代・多分野の活動の場、居場

所の継続・開拓をする。 

〇多機関の専門職と情報交換や事例の検討を通して、関係性の構築と個別

支援の充実を図る。 

 

事業名 
（15）生活支援体制整備事業 

   （地域づくり事業） 

事業形態 受託 

予算額 4,400,000 円 

目的 
〇高齢者が、住み慣れた地域で自分らしくいきいきと暮らせるよう、地域

全体で高齢者を支える体制をつくる。 

内容 

〇生活支援コーディネーターによる取り組みの充実 

〇協議体への参加によりネットワークを構築 

〇第１層生活支援コーディネーターとの連携による地域課題の精査及び解

決等に向けた取り組みの推進 

実施予定 

〇生活支援コーディネーターによる取組 

・地域住民が主体となる介護予防教室の周知、開催、フォローアップをす

る。 

・様々なニーズと地域のサービス等をマッチングする。 

・地域住民が主体となる取り組みを支援、推進する。 

〇ネットワークの構築 

・住民自治協議会の部会等に参加する。 

・関係機関と協議体の機能や役割を協議する。 

・生活支援・介護予防サービスの提供主体団体と連携、協議する。 

〇第１層コーディネーターとの連携体制の構築 

・定期的に協議し、協働して取り組みを推進する。 
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介護保険事業・障害者総合支援事業 

 

事業名 （16）居宅介護支援事業 

事業形態 自主 

予算額 14,926,000 円 

目的 

○介護保険サービスのみならず、他制度などの活用や医療・多職種連携を

図り、要介護（要支援等含む）高齢者やその家族へのケアマネジメント

プロセスを通じて、住み慣れた自宅・地域での自立した日常生活の営み

を支援する。 

内容 ○在宅の要介護（要支援者等）高齢者に対するケアマネジメント業務 

実施予定 

○ケアマネジメントプロセスを実施する。 

・生活課題を把握するためのアセスメントを実施する。 

・フォーマル・インフォーマルサービスを調整する。 

○要支援者及び総合事業対象者のケアマネジメントを受託する。 

○要介護認定調査を実施する。 

○ＢＣＰ・感染症対策・虐待防止について年間を通して取り組む。 

○多分野の研修参加などを通じてケアマネジメントスキル、スーパーバイ

ズのスキル向上を図る。 

 

事業名 （17）訪問介護サービス事業 

事業形態 自主 

予算額 49,906,000 円 

目的 

○多職種や医療との連携を図り、利用者の有する能力を活かして、可能な

限り住み慣れた自宅・地域での自立（自律）した生活を継続することを

支援する。 

内容 
○在宅の要介護（要支援者等）高齢者に対して、自宅を訪問して生活援助

や身体介護・相談助言を実施 

実施予定 

○訪問介護計画を作成し、それに基づくサービスを調整・実施する。 

・生活援助、身体介護、相談・助言を行う。 

・サービスのモニタリング及び評価を行う。 

・サービス担当者会議へ参加する。 

○ＢＣＰ・感染症対策・虐待防止について年間を通して取り組む。 

○介護技術・知識の向上を目的とした研修会へ参加し、スキル向上を図る。 
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事業名 
（18）障害者居宅介護等事業・移動支援

事業 

事業形態 自主 

予算額 4,375,000 円 

目的 

○多職種や医療との連携を図り、本人の有する能力を活かして、可能な限

り住み慣れた自宅・地域での自立（自律）した生活を継続することを支

援する。また、外出のサポートを実施することで、ＱＯＬの向上を支援

する。 

内容 
○在宅の障がい者に対して、自宅を訪問しての生活援助・身体介護・相談

助言を実施。また外出のサポート支援を実施。 

実施予定 

○居宅介護・移動支援計画書を作成し、それにもとづくサービスを調整・

実施する。 

・家事援助、身体介護、通院介助、移動支援、相談・助言を行う。 

・サービスのモニタリング及び評価を行う。 

・サービス担当者会議へ参加する。 

○ＢＣＰ・感染症対策・虐待防止に年間を通して取り組む。 

○介護技術・知識の向上を目的とした研修会へ参加し、スキル向上を図る。 
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法人運営事業 

 

事業名 （19）評議員会・理事会・監事会運営事業 

事業形態 自主 

予算額 
4,413,000 円 

(報酬等含む) 

目的 
○法人全体の管理、総合的・計画的な事業執行を行うため、適正且つ組織

の効率的な運営を図る。 

内容 

○評議員会 

・議決機関としての機能を図るとともに、地域や本会の課題を共有し、法

人運営・地域福祉推進事業への取り組みを行う。 

○理事会 

・法人運営及び経営・事業推進の方針に基づく円滑な執行を行うとともに、

理事の職務執行の監督、会長及び副会長の選任等などを行う。 

○監事会 

・法人の財務状況・事業の運営状況を監査するとともに、会計専門家によ

る監査機能の充実を図る。 

○苦情解決第三者委員会 

・本会の事業に対し、寄せられた苦情等に対応するため、第三者委員会に

おいて適切な対応を行う。 

○法人運営部会・地域福祉推進部会 

・担当理事で構成する部会を開催する。 

・法人運営部会では、法人運営及び財政課題等の課題解決を図る。 

・地域福祉推進部会では、地域福祉推進事業全般の進捗管理及び立案事項

について協議する。 

○評議員選任・解任委員会 

・評議員の選任等について審議・決議する。 

実施予定 

○評議員会・理事会・監事会・法人運営部会・地域福祉推進部会を開催す

る。（定期的な開催） 

○評議員選任・解任委員会、苦情解決第三者委員会を開催する。（必要に応

じ開催） 

○役員・評議員の任期満了に伴い、一斉改選を行う。 
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事業名 （20）役員・職員研修事業 

事業形態 自主 

予算額 130,000 円 

目的 
○社協職員としてのモラルや責任の自覚を促す。 

○社協に対する理解の促進や専門性を高める。 

内容 

○役員研修 

・役員に対する研修の実施 

○職員研修 

・内部研修及び外部機関が実施する研修への参加 

実施予定 

○個々の職員が社協のＰＲを適切に行える力量をつけるための研修を開催

する。 

○職員育成計画を策定する。 

○役員研修（評議員含む）を開催する。 

 

事業名 （21）福祉基金等管理運用事業 

事業形態 自主 

予算額 6,252,000 円 

目的 
○福祉基金、あゆむ銀行の適正・効果的な運用を図るとともに、基金果実

を地域福祉事業財源として活用する。 

内容 
○地域の方から寄せられた寄付金品を、地域福祉推進のため市内の地域福

祉活動団体や障害当事者団体等へ適切に配分 

実施予定 
○あゆむ銀行の機能や働きを周知する。 

〇地域の福祉活動支援の財源確保に努める。 
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事業名 （22）広報事業 

事業形態 自主 

予算額 627,000 円 

目的 

○本会事業の内容や身近な福祉情報を発信し、地域福祉に関する理解を深

め、福祉のまちづくりを推進する。 

○情報が必要な方に必要な情報が届くことを目指す。 

○複数の媒体を活用し、様々な世代への情報発信を図る。 

内容 ○複数の媒体を用いて本会事業及び活動状況の広報を実施 

実施予定 

○広報誌「さくら貝」の発行 

・隔月発行し、市内の自治会や福祉団体・関係機関等に配布する。 

・市内障害者支援事業所と連携して発行・配布する。 

・ボランティアグループに依頼し、音声情報を発行する。 

・適宜紙面内容等の見直しを実施する。 

○ホームページ及びインスタグラム運用 

・適時情報を発信する。 

・情報の更新を目的に固定ページを見直す。 

○ガイドブック等 

・ガイドブック及び本会紹介のチラシの更新・配布を行う。 

○その他広報活動 

・逗子市広報誌・市内掲示板・市役所内掲示スペース・タウン誌を活用、

チラシ・冊子配布等により情報を発信する。 

 

事業名 （23）逗子市福祉会館管理運営事業 

事業形態 受託 

予算額 8,578,000 円 

目的 ○福祉会館の指定管理者としての運営管理を適切に実施する。 

内容 ○福祉活動・ボランティア活動の拠点として、市民が使いやすい運営管理 

実施予定 

○福祉会館会議室の利用受付等を行う。 

○利用団体抽選会（２月・８月）を実施する。 

○避難訓練を実施する。 
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事業名 （24）駐車場管理運営事業 

事業形態 自主 

予算額 6,824,000 円 

目的 ○自主財源の確保や財政基盤の強化を行う。 

内容 ○小坪駐車場の管理・運営 

実施予定 
◯駐車場の整備・安全性の確保を図り、利用者への利便性を維持する。 

○必要に応じ、駐車許可証、保管場所使用承諾証明書を発行する。 

 


